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東海林滋教授略歴・著作目録
【略歴】
京都府船井郡川辺村（現園部町）に生まれる（姓山田）
川辺小学校卒業
京都府立園部中学校卒業
神戸高等商船学校航海科を戦時繰上げ卒業，川崎汽船株式会社入社
海軍少尉に任官，充員召集を受ける
海軍中尉
充員召集解除，船舶運営会に復帰
甲種船長免状取得
運輸省海技専門学院（現海技大学校）助教授
教員格付変更により講師
神戸商船大学助手
神戸経済大学第2部経済学科卒業
東海林と改姓
神戸商船大学助教授（海運論担当）
同校学生課長を併任 (6吟三3月まで）
教授に昇任
関西大学商学部教授
学生部長代行代理 (70年9月まで）
学生部長代理 (71年3月まで）
商学部長 (75年9月まで）
著書「海運論」により日本交通学会賞を受賞
調査研究員として欧米に出張（同年9月まで）
大学院商学研究科長 (84年9月まで）
374(606) 
［所属学会】 (1993年9月現在）
日本海運経済学会 （副会長）
日本港湾経済学会 （常任理事）
日本交通学会
日本物流学会
【出講】
神戸市外国語大学 (67年3月まで）
大阪商業大学 (75年3月まで）
1966年4月
1968年4月
1970年10月
1975年10月
1976年4月
神戸大学経済経営研究所(71年3月まで，以後83年3月までに 3回）
神戸商科大学 (76年3月まで、以後77年に 1回）
関西学院大学商学部 (90年3月まで，ただし途中 1年ずつ3回欠）
以上，担当科目はいずれも海運論。
【社会における活動】
1972年9月 財団法人海事産業研究所調査委員会幹事 (89年7月まで）
著作目録
【著書】
海運経済論
海運論
［共同執筆］
成山堂書店
成山堂書店
加地・古川・岡庭監修現代日本海運史 日刊海事通信社
第1篇第2章終戦より民営還元まで
海運研•海運経済調査委員会収益性部会 海運研究所
日本海運業の収益性第2章わが国海
運業の収益性
1962年9月
1971年2月
1961年5月
1964年 1月
佐波宜平篇現代日本の交通経済第11 東洋経済新報社
(607)375 
1968年3月
章日本海運業と国際収支問題
海産研•発展途上国海運問題研究会発 海事産業研究所 1973年12月
展途上国海運研究（総論） 第4章発
展途上国海運問題の基本的考察
岡野行秀・山田浩之編交通経済学講義 青林書院 197坪 2月
第1章第4節国際経済と交通．第11章
第5節国際交通と「南北問題」
海産研・賃金研究会船員賃金に関する 海事産業研究所 1976年9月
調査研究はしがき，序章各章の要
約，第1章海運業の生産性測定，第6
章米国の新商船法における船員費補助
政策
中西健一編現代日本の交通産業第6 晃洋書房 198坪 4月
章外航海運
神戸大経済経営研•海運経済専門委員会 神戸大学経済経営研究所 198坪 10月
海運における国家政策と企業行動米
国海運と ‘‘EUSC"Shipping --'fj: 
全保障と便宜置籍船ー一
【論文］
船員研究小論
船員生活の隔離性
航海学の学問性
戦前海運業の資本係数について
海運経営と船内組織規程
海技専門学院海事論叢第3号 1952年2月
東京商船大学船員問題研究第10, 1号
1953年12月
1954年3月
神戸商船大学紀要航海・機関学篇第1号
1954年10月
神戸商船大学紀要文科論集第4号
1956年3月
日本航海学会誌第15号 1956年1月
376(608) 
船舶の利用と「機会費用」
海運政策基本原理の構造
最近海運業の変動分析
海運サービスの供給曲線について
一国海運収入の貿易への効果
海運同盟と定期船運賃
国際収支・運賃および交易条件
海運業の二重構造について
国際競争下における適船の選択
国際海上運送の構造と位置価値
海運政策と労務管理
船員の帰属意識について
国際海運市場の分断性と運賃
最近不定期船市場の運賃形成
海運業の国際収支改善効果について
海上労働の特殊性について
現代世界海運の構造
最近の定期船運賃論について
コンテナ化と定期船運賃
南北海運論争の焦点をめぐって
外航海運業の付加価値生産性
カルテル理論と海運同盟
神戸商船大学紀要文科論集第5号
1957年3月
?????
第6号
第7号
第8号
海運経済研究第1号
海事産業研究所報第25号
海運第536号
海運経済研究第6号
1958年3月
1959年3月
1960年3月
同上 第9号 1961年3月
交通学研究1961年研究年報 1961年10月
神戸商船大学紀要文科論集第10号
1962年3月
野村寅三郎博士還暦記念論文集•現代交通
の諸問題，春秋社 1963年8月
神戸商船大学紀要文科論集第12号
1964年3月
海運第469号 1966年10月
交通学研究1966年研究年報 1966年10月
神戸商船大学紀要文科論集第15号
1967年3月
1967年10月
1968年7月
交通学研究194紗声餅究年報 1968年10月
神戸商船大学紀要文科論集第17号
1969年3月
関西大学商学論集第14巻第4号
1969年10月
同上第15巻第5• 6号 1971年2月
海運第524号 1971年5月
関西大学商学論集第16巻第6号
1972年3月
1972年5月
1972年10月
定期船政策における国際調整の展開
港湾管理における中央と地方
Containerization and Price Formation 
of Liner Service 
定期船運賃論の展望
定期船サービスの需要曲線と品目別差別
運賃
定期船政策における国際的対立構造
一同盟コード条約の政治経済学一―~
(609)377 
関西大学商学論集第17巻第5• 6号
1973年2月
近代港湾第5巻第4号 1973年4月
Kansai University Review of Economics 
and Business, Vol. 3, No. 1 197坪 12月
海運経済研究第11号 1977年10月
関西大学商学論集第23巻第6号
海運経済研究第15号
1979年2月
1981年10月
カボタージュと船の国籍 関西大学商学論集第2躇き第1号
一海運政策の法制的側面ーー 1983年4月
海運サービスの生産・販売と定期用船契
約
コンテナ化と定期船市場の構造
係船点の理論と石油危機後の不定期船市
場一ー市場の「構造変化」が教えたも
の一
海運政策論の現代的課題
現代アメリカの保守主義と海運政策
—国防海運の変容ー一
国民経済雑誌第148巻第4号
1983年10月
経政研・研究双書第54冊交通経済の研究(1)
1984年3月
関西大学商学論集第2睛き第2号
198坪 6月
海運経済研究第20号 1986年10月
関西大学商学論集第31巻第3• 4 • 5号
定期船市場の構造に関する最近の経済理 海運経済研究第21号
1986年11月
1987年10月
論について（展望）
現代海運における船籍制度とその運用 関西大学商学論集第34巻第2号
一現象，本質および歴史的意義― 1989年6月
定期船同盟と定期船市場政策について 海運経済研究第25号 1991年9月
ー若干の覚え書一―
国際交通における自由化の流れ 交通学研究1992年研究年報 1993年3月
―産業政策から新しい市場政策ヘー一
378(610) 
【研究ノート・資料］
トンの発達
やぶにらみ経営論
発展途上国海運問題へのアプローチ
—運賃に関する諸論を中心に—―—•
海運史
港湾運送事業における公共の利益
—欧米の法的先例をたずねて一一
ディーキン著海運同盟
米国海運における二重補助論争
米国内における海運政策批判論
定期船運賃の実証分析
海運における経済効率
ーGoss の論文に寄せて—―­
グロチウスとヘームスケルク
ー「カイリの歴史」序説ー一
欧米における港湾経済の研究
航海第8号
海運第411号
海事産業研究所報第68号
運輸と経済第33巻第9~11号
1958年3月
1961年12月
1972年2月
1973年9~11月
近代港湾第6巻第6号 1974年6月
関西大学商業論集第1雑き第5• 6号
1975年2月
海事産業研究所報第120号 1976年6月
海運第588号 1976年9月
関西大学商学論集第21巻第6号
海事交通研究第15集
1977年2月
1978年4月
海運第609~611号 1978年6~8月
関西大学商学論集第25巻第1号
スターミーの同盟観と途上国海運論 海運第642号
1980年4月
1981年3月
一同盟コード条約の一立案者の足跡—
スタ＿ミーの同盟コ＿ド条約論
一条約発効に向けての期待と懸念ー一
海運の南北問題
—噸宜置籍船を中心に一一
国際物流と海運ーーダプル・スタック・
トレーンの運行を中心に一
海運第644号 1981年5月
大学時報第31巻第166号（特集•現代と
交通） 1982年9月
経政研第94回産業セミナー (86年10月28日
開催） 1986年10月
(611)379 
不定期船の供給調整に関する理論につい 関西大学商学論集第33巻第1号
て 1988年4月
船舶管理市場について 同上 第36巻第1号 1991年4月
—海運産業構造国際化の一側面—
【分担執筆】
大阪市立大学経済研究所編経済学辞
典（海運同盟の項）
同上 第2版
（海運市場の項）
岩波書店
同上
日本経済学会連合会編経済学の動向 東洋経済新報社
下巻（第20部交通論第7章海運●港
湾・物的流通）
同上第2集 (XXII交通論第4章海 同上
運•港湾・物的流通）
来住哲ニ・中村弘編貿易実務小辞典 ダイヤモンド社
【書評・紹介】
1965年9月
1979年6月
1974年11月
1982年3月
1975年1月
R.デーヴィス「船員の6ペンス税」 交通学研究1957年研究年報 1957年10月
-1697~1828年における経済活動ー指標—
c.モネタ「国際貿易における運送費の 同上 1960年研究年報 1960年10月
見積」
佐々木誠治著 日本海運業の近代化 日本海事新聞第5416号 1961年4月24日
—社外船発達史＿
スターミー著英国海運と国際競争 交通学研究1963年研究年報 1963年10月
麻生平八郎著海運論 海運経済研究第3号 1969年10月
R. 0 Goss, "Towards an Economic 港湾経済研究第8号 1970年10月
Appraisal of Port Investments" 
Esra Bennathan and A. A. Walters,The 海運経済研究第5号 1971年10月
Economics of Ocean Freight Rates 
380(612) 
現代定期船運賃論ーーArneG. M. Koch, 海事産業研究所報第66号
Current Pricing Behaviour in Liner 
1971年12月
Shipping の紹介—
柴田悦子著港湾経済
J. Birds, "Seaports and Seaport Ter-
minals" 
宮本清四郎著海運同盟制度論
地田知平著海運産業論
―船舶の技術進歩と海運業の構造ー一
織田政夫著海運政策論
篠原陽編著現代の海運
Clinton H. Whitehurst, Jr., The U. S. 
Merchant Mar加： InSearch of an 
E”“‘rj咽・ Mariti加 Policy
松竹秀雄著運送責任と運賃
郭俸醜著海上保険代位の研究
—海運企業の求償リスクとリスクマ
ネジメント—
【随筆］（関西大学関連）
初秋の朝，他6篇
三冊の本
ある条約案の行くえ
ー転機に立つ日本海運ー一
つねに人生への省察を
関大，ファイト．，，
理想を目指して
近代港湾第4巻第9号 1972年9月
港湾経済研究第11号 1973年11月
海事産業研究所報第146号 197眸 8月
海運経済研究第12号 197眸 10月
同上 第14号 1980年10月
海運第695号 1985年8月
海運経済研究第19{} 1985年10月
海運第716号 1987年5月
海事産業研究所報第294号 1990年12月
関西大学出版広報部 あしぶえ (Il)
1972年10月
関西大学通信第36号 1973年3月24日
関大第211号（書斉の窓）
1973年6月15日
関西大学通信第54号 1975年3月25日
教育後援会々報第42号（先生の声）
1975年12月
同上 第43号（ゼミナール拝見）
1976年4月
ドーヴァー
コロンプスの夢
関西大学通信第97号
同上 第210号
(613)381 
1980年1月18日
1992年6月11日
